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概要 本論文で は人事評価への不満軽減の1つ として,被 評価者の得意分野を最大限評価す

る人事評価 システムを提案す る。 ほとん どの人事評価 システ ムで は,評 価項 目や評価項 目の

ウェイ トは組織が決定 し,そ の ウェイ トに従 って各被評価者の総合評価を決定す る。

仕事内容が画一的な ものであれば,こ の ような方式は一定の意味を持つ と考え られ るが,

仕事内容が画一的でない場合 にはそ うも言えな くな る。そ こで,各 評価項 目の ウェイ トの合

計を1と して標準化 し,同 時 に各評価項 目の ウェイ トの値に一定の幅を持たせ るとい う条件

の下で,各 被評価者の総合評価を最大化す ることを考え る。その場合 に計算で求め られた各

評価項 目のウ ェイ トは,各 被評価者 が 自分 が最 も有利 とな る評価項 目のウ ェイ トで あるので,

ウェイ トが組織で決め られてい るという不満を多少な りとも軽減で きると思われ る。
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Abstract This paper presents a personnel performance evaluation system which ac-

cepts personal expertise to the maximum. In most personnel performance evaluation 

systems, an organization decides the evaluation item and the weight of the evaluation 

item. If the work is stereotypical, such a evaluation system has some kind of meaning. 

However, in case that the work is not so, such a evaluation system does not have 

any kind of meaning. Therefore, under the condition that an organization accepts 

a certain range for the weight of evaluation item, a personnel performance evaluation 

system is presented in order to maximize the total evaluation point for each person. 

  The calculated weight of each evaluation item in this case is most advantageous 

to the person. Therefore, the dissatisfaction of the weight of the evaluation item 

being decided only by an organization, will be decreased.
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1.は じ め に

世の中には,組 織の数だけ人事評価システムがあると言われる 〔4〕。 また一方,誰 も

が満足する評価システムはあり得ないとも言われていている。極端な言い方をすれば,ほ

とんどの人が不満を持つのが人事評価システムであるという言い方もある。不満の1例 と

して,多 くの人事評価システムは,評 価項目や評価項目のウェイ トをその人が所属する組

織が決めていることがある。 しか し,評 価項目や評価項目のウェイ トは,組 織の意思を表

しており,こ の決定に失敗すると組織の発展はおろか,組 織の存続そのものが危うくなる

ことは現実の企業での事例が証明 している 〔1〕〔2〕。このことでもわかるようにこれら

は非常に重要なものである。

評価項目をどのように決定するかについては,ま ず最初に考えるべきであり,こ れに問

題があれば後はうまくいくはずがない。 しか し,こ の問題は本論文では触れず,評 価項目

は適切に選択されている事を前提とし,次 に重要と考え られる評価項目のウェイ トに着目

することにする。

評価項目のウェイ トにも組織の意思が反映されているはずであるが,ウ ェイ トをどのよ

うにつけるかは難 しい問題である。ウェイ トの決定プロセスは開示されないことも多 く,

不満が発生する箇所でもある。なお,納 得性のある方法としてはAHP等 の利用も考えら

れる 〔3〕。本論文では,既 につけられた 「評価項 目のウェイ ト」は尊重するが,そ れら

の数値を固定せず,そ の値を含めた一定の範囲を設定することにより組織の意思を尊重 し

た上で,そ の範囲内で被評価者の得意分野を最大限認めなが らウェイ トを最適に調整する

方法を提案する。本方法により評価項目のウェイ トに関する不満は多少な りとも軽減され

る事が期待できる。

2.人 事評価 システムの現状

人 事 評 価 シ ス テ ムの 形 式 は,細 か く見 て い け ば組 織 の 数 だ け あ る と言 え るが,よ くあ る

形 式 の 一 例 は,図2-1の よ うな もの で あ る。

この 例 で は評 価 項 目が 大 項 目,中 項 目,小 項 目 と三 層 構 造 にな って お り,各 層 の 各 項 目

につ いて ウ ェ イ トが つ いて い る。 この ウ ェ イ トは点 数 その もの で あ る こ と も あ るが,標 準

化 して0～1の 数 値 で あ る こ と も あ る。 本 論 文 で は,点 数 その もの で はな く,標 準 化 した
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1評 価項目の階層構造1

」≡≧"

三 …
図2-1人 事評価項 目の階層構造

0～1の 小数で示すことにする。各階層毎では,各 中項目下の小項目のウェイ トの合計が

1に な り,各 大項目下の中項目のウェイ トの合計が1に なる。更に大項目のウェイ トの合

計が1に なる。また,各 被評価者毎に各大中小の評価項目毎に0以 上1以 下の点数をつけ

ていき,最 終的に各被評価者の総合得点を計算する。

例えば,評 価項目が大中小それぞれ4項 目ある場合に,あ る被評価者を評価すれば表2

-1の ような計算になる。

表2-1あ る被評価者 に対する総合評価の計算例

1あ る被評価者についての計算例1

ある被評価者について

大項目 大 項 目1 大項目2 大項目3 大項目4
ある被評価
者の総合点

wt. 0.47 0.11 0.4 0.02 1

点数 0.71 0.66 0.77 0.59 0.7261

大 項 目1に つ いて 以下同様

中項目 中項 目1 中項 目2 中項 目3 中項 目4
大項目1の

総合点
wt. 0.45 0.3 0.15 0.1 1

点数 0.84 0.35 0.92 0.89 0.71

中項 目1に つ いて 以下同様

小項目 小 項 目1 小項 目2 小項 目3 小 項 目4
中項目1の
総合点

wt. 0.4 0.3 0.2 0.1 1

点数 1 0.8 0.7 0.6 0.84

計合↑

点合総↑

点
計
合

合
総

↑

↑

点

計

合

合

総
↑

↑

大中小の各項目のウェイ トは,基 本的には評価を実施する組織の考えで決めることであ

るが,例 えば組織内部で合議によって決めてもよいし,場 合によってはAHPの ような方

法を用いてもよい。また各項目の点数は,小 項目については0～1の 数値とし達成割合の

数値等を用い,中 項目についてはその中項目下の小項目の点数を使って計算 したその中項
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目の総合点,大 項目についてはその大項目下の中項目の総合点を用いて計算 した大項目の

総合点を使 う。最後にその被評価者の総合点を各大項目の総合点を用いて計算すればよい。

現実問題 として考えれば,図2-1の ような三層構造で評価を行うことは煩雑すぎるこ

ともあり,多 くの場合は複雑な場合でもせいぜい二層構造であり,場 合によっては一層構

造の事もある。さすがに一層構造の場合は項目数は増えることが多い。

この様な方法に対する不満は,評 価項 目についての問題が少なければ,各 評価項 目の

ウェイ トに集中することになる。

3.数 理計画法を用いた人事評価モデル(不 満を解消するためのモデル)

各評価項 目のウェイ トに関する不満は,「 なぜこの評価項 目にこのようなウェイ トがつ

けられるのか」という不満であり,そ れは被評価者が得意とすることが評価されていない

と感 じることか ら発生すると考え られる。この不満を解消するためには,被 評価者が各評

価項目に自由にウェイ トをつけることができれば解消するはずであるが,そ れでは評価す

る側の組織の意思が全 く考慮されないことになる。何故な ら,基 本的には人事評価を用い

て組織の意思を表明 し,被 評価者をその方向に誘導するという目的が人事評価システムに

内在 しているためである。

以上のことを考慮すると,両 者の言い分をある程度認める次のような方法が可能 となる。

つまり,各 評価項目のウェイ トを全 く自由に決めることは難 しいが,組 織側が決めた各評

価項目のウェイ トが絶対に動かせないというのではな く,一 定の範囲内ならその範囲内で

被評価者にとって最も有利なウェイ トを使用できるという方法である。

具体的には,組 織側が決めた各評価項 目のウェイ トの数値を含む範囲を具体的に設定 し,

それ らを制約条件として,そ の中で被評価者の総合点が最も高 くなるようにウェイ トを決

めるという方法が考え られる。この方法を用いると,あ る被評価者にとっての最も有利な

各評価項目のウェイ トで,当 人にとって最もよい評価が得 られることになる。但 し,全 て

の被評価者が同様に最適なウェイ トを使って自分の評価を最大化するので,特 定の人が一

人勝ちできるとは限 らないが,少 な くともその人にとって最も有利なウェイ トを用いて自

分の評価点数を計算 したことになる。このモデルは数理計画法の考え方で解 くことが出来

る。

「2.」で述べた三階層の評価項 目モデルは,既 に説明 したように,一 一階層モデルの繰 り

返 しの構造を持つ。また,三 階層モデルで決定すべきウェイ トは小項目,中 項目,大 項目
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にあり,数 理計画法の考え方を用いてそれ らを未知数とすれば目的関数は三次式となる。

しか しなが ら,現 実的な面か ら考慮すると,こ のような複雑な人事評価モデルは多 くの人

にとり理解することが困難となるため,実 用性の面で問題が出て くる。

従って,本 論文では 「2.」で述べた三階層の評価項目モデルにおいて,目 的関数は1次

式のみとする。つまり,中 項目 ・小項目のウェイ トは与え られるとし,大 項目のウェイ ト

のみ変数とするモデルで考えることにする。そうするとこの3階 層モデルは構造的には最

も単純な1階 層モデルと等価となる。なぜな らば,各 小項目の点数も実績から与えられる

とすると,そ れをまとめた中項目の点数は数値的に計算出来るので,そ れらを用いて被評

価者の最終的な総合評価点が大項目のウェイ トの関数で表せる。つまり1階 層のモデルと

して定式化できることになる。

従って,複 雑すぎて現実的ではないが,仮 に三階層以上の評価モデルであっても,変 数

を大項目のウェイ トのみとすれば全て等価な1階 層モデルで表すことが出来る事になる。

以上のことを,図 で表すと次のようになる。

上限
未知数→ 大項目wヒX
下限

三 デ ル

大項 目名S

maxwtb

mmwta

・。-1)魏 騨 計1・

S2

11
a2

SI・ISmI合 計

blbm

XI XmO(O～1)

1超L・

中項 目名SIlS12

中項 目wヒWllW12

(0～1)中 項 目点 数A11
-A12

1小項 目名1S1111S1121・

1小項 目wLIW1111W1121…

(0～1)1小 項 目点 数IA1111A1121…

1登 一1・ ・」 ㎞L

S.11S21S22..S2.養

寒

nlW21W22・ ・W2n2

nlA21A22・ ・A2n2

lS1.1訥

IWllolI-・

IA11。11

SI,1SI.2

WllWl2

AIlAI2

SI7nI

突II謂

SnlSn2

SnlSn2

AnlAn2

Sm`mn

Smmn

Ammn

図3-1三 階層モデルの形

図3-1の 三 階層 モ デ ル に お い て,中 項 目S1,1の 点 数A1,1は,

A1,1=A1,1,1*W1,1,1十A1,1,2*W1,1,2十 … 十A1,1,01*W1,1,01(3-1)

大 項 目S1の 点 数A1は,

A1=A1,1*W1,1十A1,2*W1,2十 … 十A1,n1*W1,n1 (3-2)
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とな る。

式(3-1)と 同様 に して,A1,2,A1,3,… …,A1,n1を 求 め,そ れ を式(3-2)に 代 入

す れ ば,A1が 求 め られ る。 同様 に して,大 項 目の 点 数A2,A3,… …,Amを 求 めれ ば,

式(3-1)及 び式(3-2)の 右 辺 の 値 は全 て 数 値 で 与 え られ て い るの で,こ れ は次 の よ うな

1階 層 モ デル と等 価 とな る。

團

大項目名 1S 2S S Sm 合計

上限

未知数→

下限

(0～1)

maxwt

大項翫

mlnwt

X 2X X Xm 0

大項目点数〔計

算値)
1A A2 A Am

図3-2等 価な1階 層モデル

図3-2の1階 層モデルで,数 理計画法を用いた人事評価モデルは次のようになる。

「被評価者の得意項 目のウェイ トを最適に評価 し,被 評価者の総合得点を最大化するよ

うな大項 目のウェイ トXiの 値を求める。」そのようなウェイ トで各被評価者を評価すれ

ば,被 評価者の評価システムに対する不満は減少する事が予想される。

3.1目 的関数(被 評価者の総合評価点数最大化)

　
Z=Σ(Ai*Xi)→MAX

i=1

(3-3)

但 し,Aiは 大 項 目Siの 被 評 価 者 の 得 点(o～1.o)

Xiは 大 項 目Siの ウ ェ イ トで 未 知 数(o～1.o)

但 し,こ れ に組 織 の 意 思 と して の 制 約 が 追 加 され る。

mは 大 項 目Siの 数

3.2制 約条件

① 大項目のウェイ トXiの 制約条件

ai≦Xi≦bi(i=1,2,… …,m)

-22(100)一
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但 し,aiはXiの 下 限値,biは 上 限値 で あ る。

② 大 項 目 ウ ェ イ トの 合 計 の 制 約 条 件(合 計 が1)

・lX

-=

m

Σ

i

= 1 (3-5)

4.計 算 唖伊

4.1前 提 条件

(1)評 価 項 目の 大 項 目の ウ ェ イ ト(本 来 の 固 定 比 率)

4種 類 の 評 価 項 目(大 項 目)が あ る とす る。 これ らの ウ ェ イ トは組 織 の 意 思 が 反 映 され

た もの に な って お り,各 評 価 項 目の 重 要 さを 表 して い る。 こ こで は第1項 目か ら第4項 目

まで の それ らの 値 を,0.4,0.3,0.2,0.1と す る。 それ らを ま と めた もの が 表4-1で あ る。

この 組 織 で は大 項 目1を 一 番 重 視 して い る こ と にな る。

表4-1評 価 項 目(大 項 目)の ウ ェイ ト

評価項目 大項 目1 大項 目2 大項目3 大項 目4 合計

本来の固

定比率
wt. 0.4 0.3 0.2 0.1 1

(2)被 評 価 者 の 各 評 価 項 目の 得 点 と総 合 得 点(本 来 の 固 定 比 率 に よ る)

被 評 価 者 がA,B,C,Dの4人 い る とす る。 各 人 の 点 数 は各 項 目の 満 点 に対 して 何 割

の 評 価 が得 られ て い るか を 用 い る こ と とす る。 この 点 数 は100点 満 点 と して も よ いが,こ

こで は0以 上1以 下 の数 値 で 表 す 。 これ らを ま と め た の が表4-2で あ る。 例 え ば,Aさ

ん は,評 価 項 目1に つ いて は満 点 で あ る こ と を表 して い る。4人 の 人 は,そ れ ぞ れ が 得 意

項 目が 違 う と い う設 定 で あ る。

表4-2被 評価者の各評価項 目の得点

評価項 目 大項 目1 大項 目2 大項目3 大項 目4

大項 目の

点数(前提

条件)

Aさん 1 0.9 0.8 0.7

Bさ ん 0.7 1 0.9 0.8

Cさ ん 0.8 0.7 1 0.9

Dさ ん 0.9 0.8 0.7 1

この 場 合 に は,本 来 の 固 定 比 率 に よ る各 人 の 総 合 得 点 は表4-3の よ うに な る。
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表4-3本 来の固定比率 による被評価者の総合得点

評価項 目 大 項 目1 大項 目2 大項目3 大項目4 合計

本来の固

定比率
wt. 0.4 0.3 0.2 0.1 1

総合

得点

大項 目の

点数(前提

条件)

Aさ ん 1 0.9 0.8 0.7 0.9

Bさん 0.7 1 0.9 0.8 0.84

Cさん 0.8 0.7 1 0.9 0.82

Dさん 0.9 0.8 0.7 1 0.84

(3)各 評価項目のウェイ トの許容範囲

一般的な人事評価においては,各 評価項目のウェイ トは特定の値に固定されている。 し

か し本研究では,ウ ェイ トに許容幅を設けた場合に,そ の範囲内で各被評価者にとって最

良のウェイ トで各被評価者の総合得点を計算する。テス トケースとして次の4種 類の場合

を考える。

①case1

②case2

と 設 定)

③case3

と 設 定)

④case4

と 。)

評 価 項 目 ウ ェ イ ト±0.1の 幅 を与 え た場 合

評 価 項 目 ウ ェイ ト±0.2の 幅 を与 え た場 合(値 が マ イ ナ ス にな っ た場 合 は0

評 価 項 目 ウ ェイ ト±0.3の 幅 を与 え た場 合(値 が マ イ ナ ス にな っ た場 合 は0

0～1.0(組 織 の 意 思 が入 らな い ウ ェイ トの値 。 一 般 的 に は あ り得 な い こ

以 上 の4種 類 につ いて 具 体 的 に数 値 を ま と め る と表4-4と な る。

表4-4

case1

固定比率 ±

01(値 がマイナス

になった場合

は0と 設 定)

上限 05040302
一

wt 04030201

下限 0302010

case2

固定比率 ±

02(値 がマイナス

になった場合

は0と 設 定)

上限 0.60.50.40.3

Wヒ. 0.40.30,20.1

下限 020100

1

■

1

■

1

■

1

case3

固定比率 ±

α3(値がマイナス

になった場合

は0と 設 定)

上限 07060504

Wヒ. 0.40.30.20.1

下限 01000

一

case4

0～1.0

上限 1111

Wヒ. 0.40.30.20.1

下限 0000

各 評 価 項 目の ウ ェイ トの 許 容 範 囲

大項目1大 項目2大 項目3大 項目4sum

本来の
固定比
率

本来の
固定比
率

本来の
固定比
率

本来の
固定比
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4.2ス プ レ ッ ドシー トに よ る計 算 例

最 適化 の計 算 はExcelのSolverを 用 い て実 施 す る。 もち ろん 他 の数 理計 画 法 ソフ トウ ェ

アで も可 能 で あ り,Excelを 使 うの で あれ ば,ア ドイ ンソ フ トで あ るWhat'sbest等 で

も可 能 で あ る。

4.2.1case1の 場 合

表4-5はcase1で のAさ ん の 最 大 総 合 得 点(0.94)と そ の 時 の評 価 項 目の 最 適 ウ ェ イ

ト値 を示 して い る。 最 適 ウ ェイ トは大 項 目1が0.5,大 項 目2が0.4,大 項 目3が0.1,大 項

目4は0で あ り,こ の ウ ェ イ トで 総 合 得 点 が 最 大 にな って い る。

表4-5case1で のAさ ん の 最 大 総 合 得 点 とそ の 時 の 最 適 ウ ェ イ ト

〈例1-1最 適値〉 プラスマイナス0.1の 幅を与える。Aさ ん

中項目をまとめた後の表

大項 目1大 項 目2大 項 目3大 項目4

目的関数

(総合得

点)

大項 目点数

参考データ

11 0.gI 0.81 0.71 0.941

大項 目点数の単純合計

大項 目点数の単純平均

3.4

0.85

表4-6はcase1で のBさ ん の 最 大 総 合 得 点(0.88)と そ の 時 の評 価 項 目の 最 適 ウ ェ イ

ト値 を示 して い る。 最 適 ウ ェイ トは大 項 目1が0.3,大 項 目2が0.4,大 項 目3が0.3,大 項

目4は0で あ り,こ の ウ ェ イ トで 総 合 得 点 が 最 大 にな って い る。

表4-6case1で のBさ ん の 最 大 総 合 得 点 とそ の 時 の 最 適 ウ ェ イ ト

〈例1-2最 適値〉 プラスマイナス0」 の幅を与える。Bさ ん

中項 目をまとめた後の表

大項 目1大 項目2大 項 目3大 項目4

大項 目点数

参考データ

07 1 09 08

目的関数

(総合得

点)

088

大項 目点数の単純合計

大項 目点数の単純平均

3.4

0.85
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表4-7はcase1でCさ ん の 最 大 総 合 得 点(0.86)と そ の 時 の評 価 項 目の最 適 ウ ェイ ト

値 を示 して い る。 最 適 ウ ェイ トは大 項 目1が0.3,大 項 目2が0.2,大 項 目3が0.3,大 項 目

4は0.2で あ り,こ の ウ ェイ トで 総 合 得 点 が最 大 に な って い る。

表4-7case1で のCさ ん の 最 大 総 合 得 点 とそ の 時 の 最 適 ウ ェ イ ト

〈例1-3最 適値 〉 プラスマイナス0.1の 幅を与える。Cさ ん

中項 目をまとめた後の表

大項 目1大 項目2大 項 目3大 項目4

目的関数

(総合得

点)

大項 目点数1

参考データI

I

0.81 0.71 11 o.gl 0.861

大項 目点数の単純合計

大項 目点数の単純平均

3.4

0.85

表4-8はcase1でDさ ん の 最 大 総 合 得 点(0.88)と そ の 時 の評 価 項 目の最 適 ウ ェイ ト

値 を示 して い る。 最 適 ウ ェイ トは大 項 目1が0.5,大 項 目2が0.2,大 項 目3が0.1,大 項 目

4は0.2で あ り,こ の ウ ェイ トで 総 合 得 点 が最 大 に な って い る。

表4-8case1で のDさ ん の 最 大 総 合 得 点 とそ の 時 の 最 適 ウ ェ イ ト

〈例1-4最 適値 〉 プラスマイナス0.1の 幅を与える。Dさ ん

中項目をまとめた後の表

大項 目1大 項目2大 項 目3大 項目4sum
上限

wt.(未知数)

下限

目的関数

(総合得

点)

大項 目点数

参考データ

0.5 04 03 02
一

0.5 0.2 0.1 0.2 1

03 02 01 0
一

0.gI 0.81 0.71 ■1 0.881

大項目点数の単純合計

大項目点数の単純平均

3.4

0.85

4.2.2case2～case4の 場 合

以 下 同 様 に して,case2～case4の4ケ ー ス に つ い て,A,B,C,

計 算 を 行 な え ば よ い 。

Dの4人 の最適化
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4.3計 算 結 果 の ま とめ

以 上 の よ う に して4case×4人 の16通 りの 場 合 につ いて 最 適 化 計 算 を 行 い,そ の 結 果 を

ま と め たの が 表4-9,表4-10,図4-1で あ る。

表4-9case1～case4の 最 適 化 計 算 の結 果

総合得点

評価項目 大項 目1 大項 目2 大項 目3 大項目4 合計 Aさん Bさん Cさん Dさん

本来の

固定

wt.

wt. 0.4 0.3 0.2 0.1 1 0.9 0.84 0.82 0.84

case1:固 定wt.±0.1

の 幅を与えた 場合 の

最 適wt.(注)

Aさん wt. 0.5 0.4 0.1 0 1 0,940

Bさん wt. 0.3 0.4 0.3 0 1 0,880

Gさん wt. 0.3 0.2 0.3 0.2 1 0,860

Dさん wt. 0.5 0.2 0.1 0.2 1 0,880

case2:固 定wt.±0.2

の 幅を与えた 場合 の

最 適wt.(注)

Aさん wt. 0.6 0.4 0 0 1 0,960

Bさん wt. 0.2 0.5 0.3 0 1 0,910

Cさん wt. 0.2 0.1 0.4 0.3 1 0,900

Dさん wt. 0.6 0.1 0 0.3 1 0,920

case3:固 定wt.±0.3

の 幅を与えた 場合 の

最 適wt.(注)

Aさん wt. 0.7 0.3 0 0 1 0,970

Bさん wt. 0.1 0.6 0.3 0 1 0,940

Gさん wt. 0.1 0 0.5 0.4 1 0,940

Dさん wt. 0.6 0 0 0.4 1 0,940

case4:幅0～1

Aさん wt. 1 0 0 0 1 1,000

Bさん wt. 0 1 0 0 1 1,000

Cさん wt. 0 0 1 0 1 1,000

Dさん wt. 0 0 0 1 1 1,000

(注)固定wt.± αの値がマイナスになった場合は0と設定している。

表4-10評 価 項 目 ウ ェイ トの 許 容 範 囲 と各 人 の 人 事 評 価 の 総 合 得 点

聾

籍胃
囲{

鉾

各人の人事評価の総合得点(0以 上1以 下)
Aさん Bさん Gさん Dさん

固定ウェイト 0.9 0.84 0.82 0.84

固定ウェイト

±0.1
0,940 0,880 0,860 0,880

固定ウェイト

±0.2
0,960 0,910 0,900 0,920

固定ウェイト

±0.3
0,970 0,940 0,940 0,940

無制 限(ウエ

イトは0以 上

1以 下)

1,000 1,000 1,000 1,000

■●-Aさ ん

■■-Bさ ん

Cさん

■員一Dさ ん

亨∴/
図4-1評 価項 目ウェイ トの許容範囲 と各人の人事評価の総合得点の推移
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表4-2被 評価者の各評価項 目の得点(既 出:前 提条件)

評価項 目 大項 目1 大項 目2 大項目3 大項 目4

大項 目の

点数(前提

条件)

Aさん 1 0.9 0.8 0.7

Bさ ん 0.7 1 0.9 0.8

Cさ ん 0.8 0.7 1 0.9

Dさん 0.9 0.8 0.7 1

case1,case2,case3,case4と 進 む に つ れ て制 約 条 件 が緩 くな り,case4は 一 番 緩 い

条 件 とな って い る(既 に述 べ た よ う にcase4は 組 織 の 意 思 を 無 視 した場 合 で あ り,本 来 あ

り得 な い条 件 で あ る。)。従 ってcase4の 場 合 に は,4人 の どの 被 評 価 者 も満 点 とな って い

る評 価 項 目が 一 つ あ るの で(表4-2前 提 条 件 参 照),理 論 上 そ の 項 目の み で 評 価 す れ ば

全 員 が 総 合 評 価 点 数 が1(満 点)と な るが,こ れ で は組 織 の 意 思 が 全 く入 って お らず,個

人 の 都 合 の み が 最 大 限 認 め られ て お り,人 事 評 価 を す る意 味 が な い結 果 とな って い る。

case4以 外 の 基 本 条 件 の 評 価 項 目ウ ェイ ト固 定 の 場 合 か らcase1,case2,case3と 制

約 条 件 が 緩 む に従 って 各 被 評 価 者 の 総 合 得 点 が 上 昇 し,そ の 間 に若 干 順 位 が 変 動 す る。 今

回 の 前 提 条 件 で は,基 本 条 件 の 評 価 項 目 ウ ェ イ ト±20%く らい まで が 常 識 的 な 範 囲 だ と言

え よ う。

5.結 論 と 考 察

(1)組 織の意思を尊重すると同時に,評 価項目のウェイ トの数値にいくらかの範囲を設

定することにより,個 人の得意分野も同時に尊重出来る人事評価方法を数理計画法の考え

方を用いてモデル化 した。解はExcelのSolverで 求められる事を述べた。この方法によ

り,評 価項目のウェイ トを上手 く調節すれば,人 事評価方法に関する不満をある程度解消

できると考え られる。

(2)評 価項目のウェイ トの数値の範囲をどうするかは評価する側(組 織側)が 試行錯誤

を行いなが ら行うべき事である。重要な点は,評 価項目ウェイ トの数値の範囲をあまり大

きくしすぎると,人 事評価の意味が無 くなることである。

(3)従 って一般的な人事評価システムと同様に,評 価項目のウェイ トを慎重に設定 し,

その上で変動させる範囲を適切に設定するという手順が必要である。評価項目のウェイ ト

に範囲を設定するか らと言う理由で,基 本となる最初の評価項目のウェイ トをよく考えな

いで設定するのは,本 末転倒である。

④ 本研究においては,評 価項 目は適切に設定されているという前提で話を進めてきた。
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それが成立 していなければウェイ トの操作のみに注目しても意味が無い。従って,評 価項

目の設定は十分な議論が必要であることは言うまでもない。

(5)今 回の計算例の前提条件(表4-2)は,モ デルの特徴を見るため単純な数値 とし

たので最終結果 も単純となったが,各 被評価者の評価項 目の点数が現実的な数値であれば,

結果もそれに応 じて得 られることになる。

(6)本 論文で述べた方法は,許 された範囲内で被評価者の総合得点が最大になるように

計算される。最終結果がどうなるかは別にして,各 人の得意分野を最大限評価するという

事に於いて被評価者の納得性を高める方法と言えよう。
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